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３１ 2

2

令 和

令 和

3令 和

㉛法人番号

令和は９） 令和は９）

2令 和

令和は９）

令和

令和は９）、令和は９

令和

又は 又は
又は

㉛法人番号

9801

3.00

1,040,255

9.00

9.00

9.00

0.02

12.00

50

還付額が出た場合、管轄の労働局・労働基準監督署に「労働保険料・一般拠出金還付請求書」を提出し、還付の請求を行ってください。

一般拠出金のみ充当した場合の例②

〔今期納付額の計算〕 
第１期

第２期

－

－

㉒（ロ）
0円

㉒（リ）
0円

＋ ㉒（ヘ）
0円

＝

＝

充当意思「2」を記入

ロ

還付額

195,698

195,698

195,698

195,698 195,698

195,698

195,698

第１期分㉒（イ）195,698円　　
第２期分㉒（チ）195,698円　　　
第３期分㉒（ル）195,698円　　　

〔計算方法〕 
　⑭（イ）587,094÷3＝

㉒（イ）
195,698円

㉒（チ）
195,698円

今期納付額
㉒（ト）
195,698円
第2期納付額
㉒（ヌ）
195,698円

保険料率等によっては、余りが生じる場合が
ありますので、その場合は、余りを必ず第１期
分へ加算してください。

となります）

1,040,255 587,094 1,135

452,026

12.00

3.00

株式会社 ○○○

株式会社 ○○○

カブシキガイシャ ○○○

また、ゆうちょ銀行
への振り込みを希
望する場合も、この
欄に記入してくださ
い。
なお、ネット銀行の
一部には振込が出
来ない場合があり
ます。

ゆうちょ銀行への
振込みを希望する
場合は、５桁の
「記号」－８桁の
「番号」をこちら
の欄にご記入くだ
さい。

郵便局での受取り
を希望する場合
は、こちらの欄に記
入してください。
（指定できない郵
便局もあります。）

年度更新の場合
は「１」を、事業終
了の場合は「２」を
ご記入ください。

こ
の
欄
は
記
入
し
な
い
で

く
だ
さ
い
。

還
付
請
求
書
を
提
出
す
る
年
度
を
、元
号

「
９
」を
付
け
て
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

　記入例2②、3のように概算保険料および一般拠出金への充当後に還付が生じる場合、記入例6のように事業を廃止した場合で
還付が生じる場合は、「労働保険料・一般拠出金還付請求書」を提出してください。

（事業主控が必要な場合はコピーをご用意ください。）

6　 　 126　 　 12

厚生労働省HP（右のQRコード、または「労働保険関係各種様式」で検索してください。）からダウン
ロードできます。（事業主控が必要な場合はコピーをご用意ください。）事業主控が必要な場合はコピーをご用意ください。

・

・一般

29

14

最寄り

令和は9

2

2



ゆうちょ銀行への
振込みを希望する
場合は、５桁の
「記号」－８桁の
「番号」をこちら
の欄にご記入くだ
さい。

29

14

最寄り

令和は9

令和は9



（注意事項）

31

　労働保険の保険料の徴収等に関する法律第41条第１項及び石綿による健康被害の救済に関
する法律第38条第１項において、保険料及び一般拠出金の還付を受ける権利は、行使するこ
とができる時から２年を経過したときは時効によって消滅する旨規定されております。
　したがいまして、事業主のみなさまにおかれましては、本請求書をできる限り早めに作成
していただき、所轄都道府県労働局あて御提出いただきますようお願いいたします。
　なお、行使することができる時から２年を経過した後に、本請求書を御提出いただいた場
合は、還付を受けることはできませんので御注意ください。
　御不明な点等がございましたら、所轄都道府県労働局までお問い合わせください。
　

26

26
27

27

（注）１．名簿には、前年度中に特別加入者であった者及び申告
時において特別加入の承認を受けている者のみを記載し、
これから承認を受ける見込みの者は記載しないこと。

２．派遣者区分欄は、JICA等の技術協力の実施の事業を行
う団体から派遣されている者の場合は　　、日本国内の事
業から「労働者」として派遣されている者の場合は　　、
日本国内の事業から「中小事業の代表者等」として派遣さ
れている者の場合は　　と表示すること。

３．給付基礎日額区分欄は、給付基礎日額が前年度（確定）
と当年度（概算）が同額の場合は　　、変更を希望する
場合は　　、脱退者は、　　と表示すること。

４．整理番号は脱退者を除き各年度１番より振り出すこと。

○協
○労

○代

○継
○変 ○退

（注）１．名簿には、前年度中に特別加入者であった者及び申告
時において特別加入の承認を受けている者のみを記載し、
これから承認を受ける見込みの者は記載しないこと。

２．派遣者区分欄は、JICA等の技術協力の実施の事業を行
う団体から派遣されている者の場合は　　、日本国内の事
業から「労働者」として派遣されている者の場合は　　、
日本国内の事業から「中小事業の代表者等」として派遣さ
れている者の場合は　　と表示すること。

３．給付基礎日額区分欄は、給付基礎日額が前年度（確定）
と当年度（概算）が同額の場合は　　、変更を希望する
場合は　　、脱退者は、　　と表示すること。

４．整理番号は脱退者を除き各年度１番より振り出すこと。

○協
○労

○代

○継
○変 ○退

　　　給付基礎日額の変更
　変更を希望する場合は「第３種特別加入
保険料申告内訳名簿」⑥欄の変に○をし３
部とも、７月10日までに監督署または労働
局に提出し、承認を受けてください。
　３月２日～31日の間に「給付基礎日額変
更申請書」を提出し、すでに承認されてい
る方についても同様に記載します。

（３月２日～31日および年度更新期間以外の
受付はできませんので、ご注意ください。）

セーシェル

カナダ

パラグアイ

ジンバブエ

ドイツ

ポルトガル

カナダ

パラグアイ

元

元 4

30

2 4

2

元30 30 元

※関係する用紙は、厚生労働省ホームページに掲載しています。（下記URLもしくは
「労働保険各種様式」で検索してください。）

記入例（令和元年度年度更新時に提出したもの）

記入例（令和2年度年度更新時に提出するもの）

（参考）海外出張と海外派遣の区別について
区分 海外出張の例 海外派遣の例

業
務
内
容

1
2
3
4
5
6

商談
技術・仕様等の打合せ
市場調査・会議・視察・見学
アフターサービス
現地での突発的なトラブル対処
技術習得等のために海外へ赴く場合

1

2
3

　海外関連会社（現地法人、合弁会社、提
携先企業等）へ出向する場合
　海外支店、営業所等へ転勤する場合
　海外で行う据付工事・建設工事（有期事
業）に従事する場合（統括責任者、工事監
督者、一般作業員等として派遣される場合）

（特別加入者にかかる加入申請、脱退、変更等が発生した場合には、その都度管轄の監督署への各種届が必要です）

30 30
30 30

令和2年度より
新たに加入した
場合、⑤欄は空
欄になります。

33

32 33

（27. 1）

15

32

令 和
元令 和

令 和令和 2令 和 令 和

令 和

令 和 令和 元

　＊平成30・令和元年度「第3種特別加入保険料申告内訳名簿」

（令和元年度年度更新時に提出したもの）の⑧「令和元年度

　整理番号」欄を転記する。

令和元

令和

2元

令和


